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研究要旨 

東日本大震災後における高齢被災者の運動機能障害が新規の筋骨格系疼痛に与える影響について検

討した。震災後３、４年の調査結果を縦断的に解析した。運動機能障害を有する被災者において新規に

生じる筋骨格系疼痛の割合が有意に増加した。 
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Ａ．研究目的 

自然災害後には様々な身体的・精神的健康問題

が生じる。心理的苦痛や睡眠障害のほか筋骨格系

疼痛も被災者において重大な問題である。東日本

大震災は主として東北地方太平洋沿岸部に甚大

な被害を与え、その復興には長い期間を要してい

る。東日本大震災後の筋骨格系疼痛の有訴率は高

く、その発症に睡眠障害、経済的困難、心理的苦

痛が関与することが報告されている。さらに筋骨

格系疼痛は睡眠障害や心理的苦痛の発症に関与

し、これらは相互的に作用するものと考えられる。

筋骨格系疼痛は自然災害後の大きな問題であり、

その発症に関与する因子を明らかにすることは

重要である。 

自然災害後被災地では人口や商業施設の減少

のため、人々は不活動となりやすい。さらに多く

の被災者が避難を強いられ、狭い仮設住宅での生

活も不活動の要因となる。このような環境は運動

機能の低下を引き起こし、東日本大震災後被災地

において高い運動機能障害の有症率が報告され

ている。運動機能障害が筋骨格系疼痛の発症に関

与し、東日本大震災後の運動機能障害の増加が高

い筋骨格系疼痛の有訴率の一因となっている可

能性がある。しかしながら自然災害後の運動機能

障害の筋骨格系疼痛への影響に関する報告はこ

れまでにない。本研究では東日本大震災後の高齢

被災者において、運動機能障害が筋骨格系疼痛の

新規発症へ与える影響について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象者選定 

石巻市雄勝地区、牡鹿地区、および仙台市若林

区に居住する18歳以上の住民を研究対象とした。

震災約３年後に実施した調査（2013年11月～2014

年１月）に 2,853 名が回答し、65 歳以上の高齢被

災者は 1,400 名であった。この時点ですでに筋骨

格系疼痛がある604名と運動機能評価の項目に欠

損がある 16名を除外した。残った 780 名のうち、

震災４年後（2014 年 11 月～2015 年１月）の調査

に 646 名が回答し、最終的な解析対象とした。（図

１）。 

 

２．調査項目 

１）アウトカム指標：新規の筋骨格系疼痛 

筋骨格系疼痛を国民生活基礎調査に準拠し自

記式アンケートで評価した。「ここ数日における

病気やけがで体の具合の悪いところ（自覚症状）」

として当てはまるもの全てを選択するよう依頼

した。選択肢は各部位の疼痛を含めた身体症状で

あり、その中で「膝痛」、「手足の関節痛」、「腰痛」、

「肩痛」、「肩こり」の５ヵ所の疼痛を筋骨格系疼

痛と定義した。新規の筋骨格系疼痛を“震災３年

後でみられず、震災４年後でみられた筋骨格系疼

痛”と定義した。 

 

２）予測因子：運動機能障害 

震災後３年時点での運動機能障害を基本チェ

ックリストの運動機能スコアを使用し評価した。

運動機能スコアは「階段を手すりや壁をつたわら

ずに昇っていますか」、「椅子に座った状態から何

もつかまらずに立ち上がっていますか」、「15 分く

らい続けて歩いていますか」、「この１年間に転ん

だことがありますか」、「転倒に対する不安は大き

いですか」、の５つの質問から成る。それぞれの質

問に「はい」、「いいえ」で返答し、「いいえ」の項

目の数を運動機能スコアとする。先行研究に従い、

運動機能スコア３点以上（５点満点）を運動機能

障害ありと定義した。 

 

３）共変量 

共変量を震災後３年時点での性別、年齢、body 

mass index（BMI）、居住地区、喫煙習慣、飲酒習

慣（1 日の飲酒量）、既往症（高血圧、糖尿病、虚
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血性心疾患、脳梗塞）、就労状況、居住環境、主観

的経済状況、心理状況、睡眠状況、社会との関わ

りとした。 

心理状況はＫ６で評価し、０～24 点のうち 10

点以上を心理的苦痛ありとした。睡眠状況はアテ

ネ不眠尺度で評価し、０～24 点のうち６点以上を

睡眠障害ありとした。社会との関わりは LSNS-６

で評価し、０～30 点のうち 12 点未満を社会的孤

立ありとした。 

 

３．統計解析 

 目的変数を新規の筋骨格系疼痛とし、説明変数

を震災後３年時点での運動機能障害として多重

ロジスティック回帰分析により解析を行い、オッ

ズ比と 95％信頼区間を算出した。投入する変数は

性別（男性、女性）、年齢（75 歳未満、75 歳以上）、

BMI（18.5 未満、18.5～25 未満、25 以上、欠損値）、

居住地区（石巻市雄勝地区、牡鹿地区、仙台市若

林区）、現在の喫煙習慣（なし、あり、欠損値）、

飲酒習慣（なし、２合未満、２合以上、欠損値）、

高血圧（なし、あり）、糖尿病（なし、あり）、虚

血性心疾患（なし、あり）、脳梗塞（なし、あり）、

就労状況（なし、あり、欠損値）とした（モデル

１）。 

さらに震災後の特殊な状況を考慮し、震災に関

連がある変数として居住環境（震災前と同じ、プ

レハブ仮設住宅、新居、他、欠損値）、主観的経済

状況（普通、やや苦しい、苦しい、とても苦しい、

欠損値）、心理的苦痛（なし、あり、欠損値）、睡

眠障害（なし、あり、欠損値）、社会的孤立（なし、

あり、欠損値）を投入した（モデル２）。 

また、対象を年齢（75 歳未満、75 歳以上）、性

別（男性、女性）によりそれぞれ２グループに分

け、同様の解析を行った。この層別解析では運動

機能障害と年齢・性別間の交互作用につきWald検

定で評価した。さらに運動機能障害とそれぞれの

筋骨格系疼痛の新規発症との関連につき同様に

解析を行った。統計解析は SPSS version 24.0 

（SPSS Japan Inc., Tokyo, Japan）を使用し有

意水準５％、両側検定とした。 

 

Ｃ．研究結果 

表１に参加者の基本特性を示す。震災後３年時

点で 646 名の参加者のうち 500 名（77.4%）に運動

機能障害がなく、146 名（22.6%）に運動機能障害

があった。運動機能障害は女性、高齢、就労なし、

喫煙習慣無し、飲酒習慣無し、高血圧あり、脳梗

塞あり、主観的経済状況が苦しい、心理的苦痛あ

り、睡眠障害あり、の参加者で高い傾向にあった

（表１）。新規の筋骨格系疼痛は 22.4％（145/646）

に生じ、運動機能障害と有意に関連していた。調

整オッズ比（95％信頼区間）は“運動機能障害な

し”を基準として“運動機能障害あり”でモデル

1 では 2.21(1.41-3.48)であり、モデル２では

2.25(1.37-3.69)であった（表２）。 

層別解析でも同様に運動機能障害は筋骨格系

疼痛の新規発症に関与し、調整オッズ比（95％信

頼区間）は 75 歳未満で 2.44(1.12-5.31)、75 歳以

上で 2.04(1.01-4.14)、男性で 2.70(1.16-6.27)、

女性で 2.03(1.05-3.93)であった（表３）。運動機

能障害と年齢・性別間の交互作用は有意ではなか

った。それぞれの筋骨格系疼痛において運動機能

障害は膝痛、肩痛の新規発症と有意な関連があり、

腰痛、手足の関節痛、肩こりと有意な関連がなか

った。調整オッズ比（95％信頼区間）は膝痛で

3.20(1.65-6.18)、肩痛で 3.37(1.02-11.16)、腰

痛 で 1.76(0.87-3.53) 、 手 足 の 関 節 痛 で

1.61(0.64-4.07)、肩こりで 1.06(0.44-2.55)であ

った（表４）。 

 

Ｄ．考 察 

東日本大震災の高齢被災者において、運動機能

障害は筋骨格系疼痛の新規発症に関与していた。 

筋骨格系疼痛は自然災害後に増加する。自然災

害は多くの人命や財産を奪い、被災者は長期にわ

たり恐怖、悲しみ、不安を抱きながらの生活を送

っている。このような高度のストレスは疼痛の閾

値を低下させると報告されている。さらに多くの

被災者は避難や慣れない場所での生活を強いら

れ、これらは心身の健康に悪影響を及ぼす。東日

本大震災後に睡眠障害、主観的経済状況、プレハ

ブ仮設住宅での長期間の生活が筋骨格系疼痛の

発症に関わることが報告されている。さらに本研

究は自然災害後の運動機能障害が筋骨格系疼痛

の新規発症に関与することを初めて報告した。一

般住民においては筋骨格系疼痛と運動機能障害

との関連が報告され、筋骨格系疼痛による身体活

動の制限や廃用が機能障害を生じるとされる。し

かしながら運動機能障害が筋骨格系疼痛に与え

る影響についての報告はない。身体活動は運動機

能を含めた健康的な加齢に大きな影響を与える。

さらに身体的不活動は筋骨格系疼痛を引き起こ

すことが報告されている。身体活動は疼痛の抑制

に影響を与え、身体的不活動は疼痛の閾値を低下

させると報告されている。また身体的不活動は筋、

腱、靭帯の機能を低下させ、運動器障害や疼痛を

引き起こす。さらに身体的不活動は不良姿勢を生

じ、不良姿勢は筋骨格系疼痛の発症に関わる。転

倒を危惧する高齢者は活動を避け、身体的不活動

になると報告されている。運動機能障害のある被

災者は身体的不活動となり、筋骨格系疼痛を引き

起こした可能性がある。 

自然災害後被災者は仮設住宅での生活、経済的

困難、睡眠障害、心理的苦痛、社会的孤立等様々
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な問題を抱え、これらは筋骨格系疼痛に関わるこ

とが報告されている。しかしながら運動機能障害

と新規の筋骨格系疼痛との関連はこれらの因子

で調整しても同様であった。先行する運動機能障

害は自然災害といった特殊な状況であっても筋

骨格系疼痛の新規発症に関与していた。先行研究

で東日本大震災後の高齢被災者において筋骨格

系疼痛が運動機能障害の新規発症に関与する事

が示されており、運動機能障害と筋骨格系疼痛は

相互に作用することが示唆される。運動機能障害

は自然災害後増加する筋骨格系疼痛の一因とな

り、さらなる運動機能障害を引き起こす可能性が

ある。また身体活動の促進は身体的不活動を減じ、

さらには引き続き生じる筋骨格系疼痛を予防す

る可能性がある。 

層別解析においてそれぞれのグループで運動

機能障害と筋骨格系疼痛との有意な関連があっ

た。運動機能障害の割合は 75 歳未満に比べ 75 歳

以上の回答者で高く、女性で男性より高かった。

しかしながら運動機能障害と新規の筋骨格系疼

痛との関連はいずれのグループでも同様であり、

本研究の結果の頑強性を示している。さらにそれ

ぞれの筋骨格系疼痛のうち運動機能障害は膝痛

と肩痛の新規発症に有意に関連し、腰痛、手足の

関節痛、肩こりとは有意な関連がなかった。この

結果についてはいくつかの理由が推測される。基

本チェックリストの運動機能スコアでは歩行と

転倒に重きを置いている。運動機能障害があると

された被災者は下肢機能の低下があると推察さ

れ、膝痛といった下肢愁訴が強調された可能性が

ある。また下肢愁訴のある被災者は体を支えるた

め上肢を使用する必要があり、補助具を使用した

歩行は上肢に負荷を与え肩痛といった上肢痛を

生じた可能性がある。さらに本研究では運動機能

障害の筋骨格系疼痛の新規発症への影響を評価

するため、震災後３年時点で筋骨格系疼痛を有す

る被災者を解析から除外している。すでに筋骨格

系疼痛と運動機能障害を有していた被災者は除

外されており、結果として運動機能障害とそれぞ

れの筋骨格系疼痛との関連を弱めた可能性があ

る。 

本研究にはいくつかの限界がある。第１に質問

票と同意書は参加者へ郵送され、回答率は高くな

かった。回答した被災者は健康意識が高い可能性

があり、結果に影響を与えうる。第２に筋骨格系

疼痛は自記式質問票を用いて評価され、その中に

は５部位の疼痛が含まれる一方、股関節痛や肘痛

等他部位の疼痛は含まれていない。運動機能はこ

れらの疼痛部位にも影響を与える可能性がある

が本研究では評価していない。さらに本研究では

震災後３年時点での運動機能と筋骨格系疼痛と

の関連を評価していない。この時点で筋骨格系疼

痛を有するため除外された被災者は運動機能障

害を有する割合が高いと考えられ、運動機能障害

と新規の筋骨格系疼痛との関連は本研究の結果

よりも強い可能性がある。最後に本研究において

身体的活動性は世界標準化身体活動質問票など

の妥当性のある手法で評価されていない。運動機

能と身体的活動性との関連を評価することは重

要であり、今後検討する必要がある。 

 

Ｅ．結 論 

 本研究では東日本大震災の高齢被災者におい

て、運動機能障害と新規の筋骨格系疼痛との関連

を評価した。先行する運動機能障害は自然災害と

いった特殊な状況であっても筋骨格系疼痛の発

症に関与していた。 
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図１ 本研究の解析対象者 

 
 

 

 

 

表１ 参加者の基本特性 
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表２ 運動機能障害と新規筋骨格系疼痛の関連 

 
 

 

 

 

 

 

表３ 運動機能障害と新規筋骨格系疼痛の関連（層別解析） 

 
 

 

 

 

 

 

 

表４ 運動機能障害とそれぞれの筋骨格系疼痛の関連 

 


